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第９回日韓特別支援教育セミナ－プログラム 

 

「日韓における生涯段階別の支援体系について」 

－幼少期・小中高等学校期・成人期における支援－ 

 

〈午前の部〉 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

 9:50 開会の挨拶   国立特別支援教育総合研究所理事長 小田 豊 

10:00 挨拶（韓国） 教育科学技術省 視学官 金 恩珠 

10:10 発表と質疑応答 

             テ－マ１：幼少期 

             韓国側発表者 

                            琴 美淑 韓国国立特殊教育院研究官 

             日本側発表者 

                            久保山 茂樹 企画部主任研究員 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

12:00 休憩（昼食） 

 

〈午後の部〉 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

13:00 発表と質疑応答 

            テ－マ２：小中高等学校期  

            韓国側発表者 

                           金 恩珠 教育科学技術省視学官 

            日本側発表者 

                           滝川 国芳 教育研修情報部総括研究員 

14:40 休憩 

15:00 発表と質疑応答 

       テ－マ３：成人期  

            韓国側発表者 

                           申 鉉琦 檀國大学校特殊教育所長教授 

            日本側発表者 

                           谷川 敦 日本学生支援機構学生生活部特別支援課長 

                          原田 公人 教育支援部総括研究員 

16:40 総括協議 

17:20 挨拶（韓国） 檀國大学校特殊教育所長教授 申 鉉琦 

17:30 閉会挨拶   国立特別支援教育総合研究所理事 鎌田 賢 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．. 

司会：田中 良広 企画部総括研究員 
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 滝川 国芳
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Presentation 1 

KOREA

Presentation 1 幼少期

 

韓国国立特殊教育院研究官
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Presentation 1 

JAPAN

Presentation 1 幼少期

久保山 茂樹

企画部主任研究員
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国立特別支援教育総合研究所 久保山茂樹 

 

日本には乳幼児期の子どもが通う機関として保育所と幼稚園がある。保育所は、両親が

就労していたり、ひとり親であったり、介護の必要な家族がいたりするなど「保育に欠け

る」子どもたちを保育する児童福祉施設であり、厚生労働省の管轄である。保育所には０

歳から就学までの子どもたちが通っている。 

幼稚園は家庭状況に関係なく、満３歳から就学までの子どもを教育する機関であり、文

部科学省の管轄する学校の１つである。また、近年、保育所と幼稚園の機能を一体的に運

用する施設として「認定こども園」が各地に作られ始めている。 

障害の重い乳幼児については、福祉施設である障害児通園施設や療育センターが、また

教育機関として特別支援学校幼稚部があり、子どもの状態に応じた保育や教育が行われて

いる。 

本稿では、日本の幼稚園や保育所に在籍している特別な支援を要する子どもへの支援に

ついて、入園（所）前、在園（所）中、就学に向けての３つの時期にわけて報告する。 

 

 妊娠中から３歳頃までを中心に、親子を見守り、支援しているのが、市区町村の母子保

健担当部局である。妊娠がわかると、保護者には母子保健担当部局から母子手帳が交付さ

れる。母子手帳には妊娠中の母親の健康状態の記録、周産期の母子の様子、子どもの成長

の様子が一元的に記録される。特に子どもの成長の節目ごとに実施される乳幼児健康診査

等の結果が記入されることが重要である。 

乳幼児健康診査等は母子保健法に規定されており、新生児期の家庭訪問、１歳６か月児

健康診査、３歳児健康診査はどの市区町村でも必ず実施されている。このほか市区町村に

よって、３・４か月頃、８～10 か月頃、１歳、２歳で健康診査を実施し、子どもの成長を

確認しながら、保護者を支援する体制が作られている。 

 この支援体制の中心的な役割を担うのが保健師である。保健師は自分の担当地域を持ち、

その地域の親子を重点的に見守り支援する。母子手帳の交付時には、十分に時間をかけて

保護者と話し、心配事があれば自分たち保健師が相談を受けることを保護者に強く印象づ

ける。妊娠中は「両親教室」等を実施し定期的に保護者とかかわり、出産後は新生児期の

訪問から親子にかかわるようになる。その後は乳幼児健康診査時を中心に経過を追ってい

くのである。 

このように各市区町村では、母子手帳、乳幼児健康診査、保健師をキーワードとして、

保護者が安心して育児でき、子どもが健やかに成長できるための支援体制が作られている。  

こうしたこまやかな支援体制を基本として、子どもの障害に早期から気づき、支援して

いくための取組がなされている。障害の気づきの場として、１歳６か月児健康診査と３歳

児健康診査が特に重要である。これらの健診では、身体・運動面の発達の確認と同時に、

言語・コミュニケーションの発達や知的発達の確認を実施している。身体・運動面に所見

があれば、医療機関の受診を勧奨する。言語・コミュニケーションや知的発達に所見があ
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れば、個別の心理相談や健診フォローグループ（育児グループ）の利用を勧める。 

心理相談や健診フォローグループを利用する中で、発達上の課題がなくなる子どももい

るが、逆に発達上の課題が顕著になってくる子どももいる。そのような子どもには、保健

師、保育士、心理職、栄養士、歯科衛生士など多職種がかかわり、ケース検討を行って、

適切な支援計画を立案、実施していく。支援計画の立案、実施はグループの中で保護者と

ともに行うので、保護者は次第に我が子の特性や支援のあり方を理解するようになる。ま

た、保護者によっては医学的な診断を求めるようになっていくことがある。 

このような形で、幼稚園・保育所入園前に、子どもに必要な特別な支援の内容が検討さ

れ、それが幼稚園・保育所に伝わっていると、幼稚園・保育所での生活が最初からスムー

スなものになる。 

課題となるのは、母子保健担当部局での取組を幼稚園・保育所につないでいく方法であ

る。現在のところ保護者が幼稚園・保育所に伝えることが中心である。市区町村によって

は保護者の承認のもと保健師が幼稚園・保育所を巡回し情報を伝えている。 

 

 幼稚園・保育所はもともと子ども一人一人の発達段階や特性に応じた保育をすることを

基本としている。幼稚園教諭や保育士は柔軟な発想と一人一人の子どもの姿を捉えつつか

かわっていく資質を持っており、特別な支援を必要とする子どももクラスの子どもの一人

として扱われるのが基本である。しかし、クラス担任の資質や配慮だけでは適切な保育を

行うことが困難な事例が見られる場合もあり、より組織的な支援体制の構築が模索されて

きた。 

近年、特別支援教育が推進される中、幼稚園・保育所でも特別な支援の体制が整いつつ

ある。幼稚園・保育所における特別な支援の必要な子どもへの支援については、クラス集

団の中での配慮、特別な場での個別的な支援、幼稚園・保育所に対する外部機関の支援の

３種類があげられる。ここではそれぞれについて概説する。 

 

 前述のように幼稚園・保育所は一人一人の子どもに適した保育を行う場であり、特別な

支援を要する子どもに対しても、それは基本的に同様である。クラス担任は支援の必要な

子どもをそばに座らせたり、お気に入りの場所にいることを認めたり、その子の得意なこ

とを他児とともに賞賛するなどして、クラスの中に自然に溶け込めるよう配慮している。 

 しかし、子どもの状態や子どもの数によっては、クラス担任１人では十分な配慮ができ

ない場合がある。そのような場合のために、教諭や保育士を加配する制度や、幼稚園や保

育所に補助金を交付してパートタイムの教諭や保育士を雇うことができる制度がある。各

幼稚園・保育所ではこの制度も利用しながら、職員配置を工夫して支援にあたっている。 

また、園長・所長や主任保育士等が一時的にクラスの保育に入り、その間クラス担任と

支援を要する子どもとが個別的なかかわりを持つことができるようにするなどの柔軟な対

応も行われている。 

このような適切な対応が行われるためには、全職員で子どもの状態を確認したり、必要

な支援について理解したりしておくことが必要である。幼稚園では特別支援教育の制度化
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によって、園内支援委員会が設置されたり、特別支援教育コーディネーターが指名された

りしつつあり全職員が共通理解するための中核として機能し始めている。少しずつではあ

るが保育所にも園内支援委員会の設置やコーディネーターの指名が始まっている。 

 

 子どもの状態によっては、幼稚園・保育所に在籍しつつ、一定の時間、個別指導や小集

団指導を受けることによって、集団生活に必要な力を身につけることが有効な場合がある。

このような指導の場として、通称で「ことばの教室」と呼ばれる機関と特別支援学校の地

域支援部などがあげられる。 

「ことばの教室」とは制度的には言語障害特別支援学級や通級指導教室のことであり、

小学生以上の指導を行う場であるが、教育的サービスとして乳幼児を指導する場合がある。

また「ことばの教室」の中には幼児指導専門の職員を配置し「幼児部」や「幼児ことばの

教室」等の名称で乳幼児の指導を行う部門を持っているところがある。これら市町村単独

事業として、それぞれの市町村の実態に応じた形態を持っている（表１）。 

本研究所が 2006 年に全国調査を実施したところ、乳幼児を支援している「ことばの教

室」は 400 か所あり、指導を受けている乳幼児は 4,859 名（回収率 59.4％）であった。こ

の子どもたちは幼稚園・保育所に在籍しながら、週に１回程度「ことばの教室」に通って

いる子どもたちである。 

これらの教室の中には、地域の乳幼児健康診査の相談員をしている担当者がいて、母子

保健担当部局との連携が密に取れている教室がある。また、小学校内に設置されたり小学

校の教室と併設された教室では幼児期と学齢期との連携を日常的に行うことができる。「幼

児ことばの教室」は幼児への支援をしつつ、母子保健や小学校との連携ができている。 

 

 

  

一方、特別支援学校は、センター的機能として地域への支援を行うことが期待されてい

る。その一部として乳幼児期の子どもへの支援がある。本研究所が 2006 年に全特別支援学

校を対象に調査したところ、幼稚部在籍以外の乳幼児を支援している学校が 823 校あり、

指導を受けている乳幼児は 10,244 名（回収率 82.1％）であった（図１）。このうち 4,436

名（約 43％）が発達障害のある子どもであり、幼稚園・保育所に在籍しながら必要に応じ

て特別支援学校で支援を受けていると思われる。 
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特別な支援を要する子どもが幼稚園・保育所に在籍している場合、これまで述べたよう

な個別的な対応ばかりでなく、全職員が特別な支援について共通理解し、保育者としての

力量を上げていくことが大切である。その方法として外部機関の専門家を招きケース検討

をするなどの取組が行われている。 

専門家としては、大学や研究機関の職員が招かれることが多いが、前述のように、近年

は特別支援学校の地域支援部等の担当者が幼稚園・保育所を巡回して保育者を支援するこ

とも広く行われている。同時に特別支援学校を会場にして保育者研修を実施することも行

われ始めた。 

 

 幼稚園・保育所で行ってきた特別な支援は、小学校入学後も継続されることが重要であ

る。日本では小学校入学の前年の秋ごろ、就学時健康診断を実施し、入学予定の子どもの

健康状態や発達について把握をしている。この健診の場が、小学校における特別な支援の

内容や方法について具体的な相談をはじめる一つの契機となっている。市区町村によって

は就学時健診の内容を充実させ、入学後の支援につながる資料を得ようとする試みもなさ

れている。 

 幼稚園での子どもの様子については、「幼稚園幼児指導要録」を作成し就学先の小学校に

送付することとなっており、これも幼稚園における支援を小学校でも継続する際に有効な

資料として活用しうるものである。保育所については、これまでそうした仕組みがなかっ

たが、2008 年に改訂された「保育所保育指針」には、｢子どもの育ちを支えるための資料

が保育所から小学校へ送付されるようにすること｣と示されており、2009 年からは保育所

からも幼稚園と同様の記録が送付されるようになる。 
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 近年、こうした記録の送付とは別に「就学支援シート」等の名称で特別な支援を必要と

する子どもについて、保護者、幼稚園・保育所や専門機関が参画して子どもの様子や支援

内容を記入し、小学校に引き継いでいく仕組みが各地で作られている。 

ある市の就学支援シートは「健康や身体に関すること」「人との関わりに関すること」「日

常生活に関すること」「性格・行動に関すること」「指導上の工夫や必要な配慮」「その他」

の５項目で構成されている。各項目には「保護者から」「療育機関等から」「幼稚園・保育

園から」の３つの立場から記入できるようになっている。すべての欄が自由記述になって

おり、それぞれの立場で書きたいことを、書きたいだけ書けるような形式である。保護者、

療育機関、幼稚園・保育所の３者が同じ用紙に記入し、それを保護者が教育委員会に提出

すると、就学予定の小学校と記入した３者にコピーが送付されるようになっている。これ

は、子どもを中心にして関係する人や機関がお互いの願いやおもいを共有しつつ就学先の

学校へ託すという仕組みであり画期的なものと思われる。 

就学支援シートの発想を拡大し、長期間にわたるものを策定している自治体もある

（秦：2008）。これはサポートファイルという名称で、乳幼児期からの子どもの情報、かか

わった機関や人の情報等を 1 冊にまとめたものである。このファイルを保護者が管理し子

どもがかかわる機関に提示することで必要な情報を必要なだけ伝えることができる。この

サポートファイルが市内どの機関でも使えるためには市内の諸機関の連携が欠かせない。

乳幼児期から支援体制が市全体で整っているからこそ、このファイルが使えるものと思わ

れる。 

 

本稿では、日本の幼稚園・保育所に在籍する特別な支援を要する子どもへの支援につい

て概要を記した。様々な機関が幼稚園・保育所や、その在籍児を支援しようとしはじめて

いる。しかし、それぞれの幼稚園・保育所では目の前の子どもに対し独自に支援を行って

きており、その支援は各幼稚園・保育所の大切な財産として受け継がれているはずである。

一貫した支援が求められる今日、それらの財産を他機関と連携することにより一層活用し

充実していくことが期待されている。 
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ける乳幼児期の子どもの支援に関する実態調査－センター的機能の充実に向けて

－．独立行政法人国立特別支援教育総合研究所プロジェクト研究報告書「発達障

害のある子どもの早期からの総合的支援システムに関する研究」．149－157 
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小・中・高等学校における健康障害学生への支援
－マルチメディア講義システムを通した教育支援を中心に－

韓国教育科学技術省 視学官 

 金 恩 珠

１．健康障害学生の定義および認定・就学手続き

「健康障害者」は2005年に関連法令の一部改正を通して新たに含まれた特殊教育対象の障

害範疇である。現在は2008年５月26日から施行され始めた「障害者等に対する特殊教育法」

第15条（特殊教育対象者の認定）第１項第９号に、特殊教育対象障害範疇の一つとして「健

康障害者」が含まれている。同法施行令第10条（特殊教育対象者の認定基準）関連別表第９

号によると、健康障害の、特殊教育対象学生というのは、「慢性疾患によって３ヶ月以上の

長期入院または通院治療等継続的な医療的支援が必要で、学校生活および学業遂行に困難の

ある者」である。

「2009年度特殊教育運営計画（特殊教育支援課-4483、2008.12.31）」には、法令で定める

認定基準に該当する者を健康障害学生に認定することとしつつ、特定の病名を基準に認定の

有無を定めるのではなく、特殊教育運営委員会で個別児童・生徒の医療的診断および教育的

診断を考慮して認定することとしている。一方、健康障害学生の場合、医療処置を通して完

治して慢性疾患による特別な教育的支援要求がなくなったりすることもあるので、特殊教育

対象者に指定された後、上位学校・学級へ進学する時、再び特殊教育運営委員会で審査をし

て認定することとしている。

慢性疾患学生が健康障害者として特殊教育対象者に選ばれて適切な教育を受けるための手

続きは、次の[図１]の通りである。まず疾病が発生して病院で医療スタッフの検診および診

断によって慢性疾患であることが確認され、治療によって長期欠席が避けられず、学校生活・

学業遂行に困難があって特別な教育的支援が必要な場合、学校（担任教師）や近隣の教育庁

または特殊教育支援センターに特殊教育対象者診断・評価依頼書と病院で受けた診断書を提

出する。特殊教育対象者の診断・評価は特殊教育支援センターで実施し、これを基礎に特殊

教育運営委員会で審査して、特殊教育対象者として認定し適切な教育支援内容を決定する。

健康障害学生は特殊教育対象者に認定されても、疾病発生以前に通っていた一般学校・通常

の学級に継続して通うことになる。ただし、児童・生徒の健康状態等により、家庭や病院に

あっても学業が中断されないように、家庭ではマルチメディア講義を通して、病院では病院

学校やマルチメディア講義を通して、学業を継続することになる。全国病院学校ホームペー

ジ（http://hoschool.ice.go.kr）に病院学校およびマルチメディア講義システム活用案内、

関連情報および各種資料等が掲載されており、病院学校関係者間の情報共有はもちろん、一

般国民対象の広報資料として活用している。
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出処: （教育人的資源省、2007）を「障害者等に対する特殊教育法」により一部修

正する。

２．健康障害学生の現状および教育支援対策 

韓国教育科学技術省では、慢性疾患治療によって学業を中断している健康障害学生の学業

継続を維持する等、学習権を保障するために教育支援対策を策定した。教育支援対策は個別

化された学習支援、心理・情緒的適応支援等を通して、健康障害学生が学校生活に適応し、

人生に対する希望と勇気を持つようになって、治療効果も増進できるようにすることを目的

としている。まず、健康障害学生の現状を簡単に紹介した後、教育支援対策を説明しようと

思う。

2008年４月現在、健康障害者に認定されて特別な教育支援を受けている児童・生徒を見る

と、<表1>に示されたように全部で1,637名であり、2008年の特殊教育対象者71,484名のうち

健康障害学生は2.3％に該当する。健康障害学生1,637名のうち17名は特殊学校に、490名は特

殊学級に、1,130名は通常の学級にそれぞれ配属されている。学校・級別に見ると、幼稚園課

程163名、小学校593名、中学校443名、高等学校438名である。
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（単位：名） 
区分 特殊学校 特殊学級 通常の学級 計 

幼稚 4 13 146 163

初等 7 295 291 593

中学 3 128 312 443

高等 3 54 381 438

計 17 490 1,130 1,637

 
出処:韓国教育科学技術省（2008）2008年度特殊教育実態調査書 

 
 

 
「障害者等に対する特殊教育法」第22条（個別化教育）により、健康障害学生のためにも

個別化教育計画を策定する。個別化健康管理計画はもちろん、病院学校・マルチメディア講

義システム等を利用した授業日数確保計画を含み、児童・生徒の年齢と学業レベルにより学

業中心の教育課程と心理・情緒的適応支援のバランスを維持することを強調している。健康

障害学生がいつどこででもインターネットを通してサイバー家庭学習サービスを活用し、一

対一指導が可能なマルチメディア講義システムを利用するようにしながら、担任教師、特殊

教師、父母支援、教師ボランティア、予備教師等が一対一相談および指導等を持続的に管理

して、学年別・科目別進度により学習し心理的支援を受けられるようにしている。また、ボ

ランティア点数制、キャンプ、その他多様な方法を通して、同年代の子どもとともに過ごせ

る機会を用意して、心理・情操的にうまく適応することができるように支援して、治療効果

も増進し、再び学校に復帰しても学校生活にうまく適応することができるように準備するこ

とを強調している。 
 

 
現在わが国では健康障害学生に対する教育支援のために、主に病院学校およびマルチメデ

ィア講義システムを活用している。 
病院学校というのは長期入院や長期通院治療によって学校教育を受けられない児童・生徒

たちのために病院内に設置された学校をいう。大部分の病院学校が特殊学校や一般学校所属

の派遣学級形態で運営されているが、様々な学校級・学年の児童・生徒がともに勉強するた

めに、需要者である児童・生徒の立場を考慮して病院学校と称されている。病院により教育

庁所属の一般学校や特殊学校から派遣した学級形態で運営される場合、特殊教師１人が派遣

されており、近隣学校の教師や多様なボランティアが参加している。教育庁協約病院自主運

営病院学校には一般教師や社会福祉士または生涯教育士等多様な資格所持者が配置されてお

り、大部分がボランティアによって運営されている。病院で治療を受けた健康障害学生が病

院学校で授業に参加したものを、該当児童・生徒の所属学校で出席と認めるようにしている。

最少授業時間は幼稚園児・児童の場合１日１時間以上、中・高校生の場合１日２時間以上と

定めている。 
2008年に慶北大病院、江陵牙山病院、江原大病院、忠北大病院、全北大病院の５病院に病

院学校が新設され、現在わが国には29の病院学校がある。地域的分布を見ると、ソウル市９、

釜山市３、大邱市３、仁川市２、大田市２、慶尚南道２、江原道２、蔚山市、京畿道、忠清

北道、忠清南道、全羅北道、全羅南道に各１校ずつ病院学校がある。2008年12月現在、全国

29の病院学校に38学級あり、１日平均264名、月平均805名、年平均3,412名の健康障害学生が

病院学校を利用している（<表２>参考）。 
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学校級別児童・生徒数 利用児童・生徒数 
病院学校数 

 
学級数 

 幼 小 中 高 計 年平均 月平均 日平均 

29 38 1,225 1,730 334 113 3,412 3,412 805 264

 
 

一方、韓国教育科学技術省では、長期入院または長期治療によって学習が遅れたり、留年

が危惧される健康障害学生が、家庭や病院でインターネットを用いたリアルタイム一対一マ

ルチメディア講義を受けることによって学業を継続し、学習の遅れを解消することができる

ように、2006年からマルチメディア講義システムを試験運営し始めた。健康障害学生は病院

に入院しない期間でも家庭療養をしなければならない場合もあり、学校に出席できても累積

した学習の遅れによって学校生活にうまく適応することができずにいる。また、病院学校で

支援を受けても、病院学校には学校級と学年が多様な児童・生徒を対象に教育しなければな

らないので、個々の児童・生徒の要求に適切な教育を提供するのには限界がある。したがっ

て、こうした点を補うために、韓国教育科学技術省では慶尚南道の韓国白血病小児がん協会

トブロハナ会で小児がん・白血病児童を対象に実施してきたマルチメディア講義を、全国の

健康障害学生200余名を対象に試験運用し始め、2008年12月現在では<表３>に示されたように、

全国で1,046名の健康障害学生がマルチメディア講義システムを活用している。学校級別にマ

ルチメディア講義システム活用健康障害学生数を見ると、小学校の場合41学級で486名、中学

校32学級で413名、高等学校13学級で147名の児童・生徒がそれぞれ教育を受けている。2007

年には小学校28学級で255名、中学校21学級で215名、高等学校７学級で52名がマルチメディ

ア講義システムを活用していたことを見ても、マルチメディア講義システムを活用する健康

障害学生数が急増していることが分かる。 
 

学級数 学校課程別児童・生徒

数 運営機関 支援地域 
初 中 高 計 初 中 高 計

ソウル市教育庁教育研究情報院 
（クルマムジゲ学校） 

ソウル市、京畿道、江原道、

忠清北道、忠清南道、大田

市 
22 16 6 44 230 179 52 461

仁川市教育庁教授学習支援センタ

ー 
（仁川教育庁サイバー学級） 

仁川市 3 3 4 10 17 31 21 69

慶尚南道教育庁トブロハナ会 
（クムサランサイバー学校） 

釜山市、大邱市、光州市、蔚

山市、全羅北道、全羅南道、

慶尚北道、慶尚南道、済州道

16 13 3 32 239 203 74 516

計  41 32 13 86 486 413 1471,046

 
 
３．マルチメディア講義システム運営を通した健康障害学生の教育支援 
 
マルチメディア講義は個人別学習指導および管理のための両方向教育システムで、マルチ

メディア学習資料のリアルタイム伝達と音声・画像通信を通して、教師と児童・生徒の間の

相互参加が活発になされうるようにする相互参加型遠隔教育である（慶尚南道教育庁トブロ

ハナ会クムサランサイバー学校、2008）。マルチメディア講義システムは長期入院または長

期治療によって学習が遅れ、留年が危惧される健康障害学生たちの学習権保障のために、児

童・生徒一人一人のレベルに合う授業を提供することはもちろん、友人と教師との交流を通
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して情緒的安定を図り、彼らの学校復帰も支援している（ソウル特別市教育研究情報院教授

学習支援センター、2008）。

教育課程の運営を見ると、小・中・高教育課程を圧縮し再構成して編成し、基礎過程を中

心に国語、数学、英語、社会、科学の科目を指導し、高等学校の場合、国史を追加する。こ

の基本科目の講義はオンラインリアルタイム両方向マルチメディア講義で進められ、そのほ

かの教育課程上履修しなければならないその他の科目はサイバー家庭学習サイトに掲載され

た学習資料を土台にして個別学習を行うようにしている。初等は学級担任、中等は教科担任

がマルチメディア講義を通して教科指導を行うが、児童・生徒のレベルにより半分を別個に

構成、レベル別個別学習ができるようにする。担当教師はリアルタイムマルチメディア講義

のための１週単位の教育課程案および授業資料を準備して事前に責任者に確認を受け、ホー

ムページに掲載した後授業を進めており、学期別、特講別に進度表を作成して活用している。

児童・生徒一人一人に適切な教育を提供するために、健康障害学生の所属学校担任との協議

会を開催して、コミュニケーションおよび情報共有の機会を用意しており、意思疎通を図る

ための父母との懇談会、専門家招請講演会等、オフラインで会合の機会を持つ。ホームペー

ジを活用して、出席確認および学習現状を確認するようにし、特講の場合学期中不足した科

目の補充・深化に重点を置く。

学級構成は学年別に１学級当たり６名前後で構成するが、対象児童・生徒の状況によって

調整している。週の授業時数を見ると、小学生の場合６～11時間、中学生11～13時間、高校

生13～14時間である。教師は２級正教師以上の資格所持者で、初等教育専攻教師、中・高等

学校教科別専攻教師をそれぞれ選抜する。選抜された教師は担当する学級構成員が互いに対

話を行うようにし、教科および生活に関する相談に応じ、授業管理につなげて出席および評

価を確認しながら、児童・生徒を持続的に指導して管理することになる。

４．健康障害学生教育の問題点および今後の課題

第１に、病院学校やマルチメディア講義システム利用児童・生徒数が毎年増加し、授業時

間および講義教科目の拡大を要求しているため、健康障害学生の教育支援に関連する予算が

拡大され、安定した予算編成システムが整備されなければならないであろう。現在、病院学

校およびマルチメディア講義システム運営のために必要な予算は、毎年事業説明を通して確

保しなければならないという不安定な側面がある。また、病院学校はソウル等の主に大都市

に集中しており、マルチメディア講義システムも全国の児童・生徒をソウルと慶尚南道の２

機関で担当しているために、病院学校とマルチメディア講義システム運営予算は、国が安定

的に支援できなければならないであろう。

第２に、健康障害学生教育支援関連制度に関して積極的にシステムを案内し広報しなけれ

ばならないであろう。健康障害者に認定されて無償教育を受け、病院学校やマルチメディア

講義システムを利用して出欠を認められ、個別的な学業支援を受けられる制度について、現

職教師たちもまだ知らない場合がある。一般学校ではもちろん、病院でも支援が必要な児童・

生徒らに、制度に関して説明し案内できるように、関連資料を普及しなければならないと思

う。

第３に教師、児童・生徒、父母、さらにすべての国民が、健康障害者に対して正しく理解

できるようにしなければならないであろう。健康障害学生の担当教師と特殊教師たちは、健

康障害学生が経験する健康上の困難だけでなく、学業上の困難、心理・情緒的支援の要求、

そして健康障害学生による家族の困難を理解し、それに必要な支援を直接提供し関連情報を

提供できなければならないであろう。また、彼らは一般の同年代の子どもたちが慢性疾患の

ある友人と円満に過ごし適切に支援を与えられるように指導し、一般の父母を対象に認識教

育も実施しなければならない。そのために、各対象別研修または教育を実施し、必要なプロ

グラムを開発普及しなければならないであろう。

以上提示した問題点および今後の課題のほかにも、健康障害学生の教育支援に関連して、
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学事指針および学業達成度評価規定、健康障害学生本人の対処能力強化プログラム、および

両親のエンパワメントプログラム等、多様なプログラムと指針等が開発・普及されなければ

ならないであろう（金 恩 珠、2008）。そして何よりも、健康障害教育の特性上、特殊支

援教師、一般教師、医師、看護師、社会福祉士等多様な分野の専門家たちが協力して、健康

障害学生を支援しなければならないため、大きくは韓国教育科学技術省と保健福祉家族部等

部署間の協力、教師間の協力、専門家間の協力、教育機関と医療機関の間の協力等が円滑に

なされなければならないと思う。
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日本における小中学校等学校期における教育支援

国立特別支援教育総合研究所 滝川国芳

１．特別支援学校における教育課程

日本では、障害があることにより、通常の学級における指導だけではその能力を十分に伸

ばすことが困難な子どもたちについては、一人一人の障害の種類・程度等に応じ、特別な配

慮の下に、特別支援学校や小学校・中学校の特別支援学級、あるいは「通級による指導」に

おいて適切な教育が行われている。そして各学校においては、学校全体として組織的、継続

的に児童生徒に対する教育を行っていくために必要な教育計画である教育課程を編成し、教

育活動を進めている。

そこで、まず特別支援学校における教育課程について述べることとする。特別支援学校の

目的として、学校教育法第 72 条に、「特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害

者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、

中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克

服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする。」と規定されている。

特別支援学校の小学部・中学部そして高等部における教育目標は、学校教育法に規定する

小学校教育の目標、中学校教育の目標、高等学校教育の目標と同一の目標達成に加えて、障

害による学習上または生活上の困難を改善・克服し自立を図るために必要な知識、技能、態

度及び習慣を養うことである。（そのため、特別支援学校教諭免許状を取得するためには、基

礎となる幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭免許状のいずれかを取得する

必要がある。また 2007 年 4 月に、「学校教育法の一部を改正する法律」が施行されたことに

伴い、従来の盲・ろう・養護学校ごとの教諭免許状は、特別支援学校教諭免許状に一本化さ

れた。）

各特別支援学校において、学校の教育目標を設定する場合には、これらの法律を基盤とし

ながら、地域や学校の実態に即した教育目標を設定することとなる。この際、国が定めた教

育課程の基準である学習指導要領によって、各学校では教育課程を編成し学校教育を実施し

なければならない。

法令上は「特別支援学校の教育課程については、(中略)教育課程の基準として文部科学大臣

が別に公示する特別支援学校幼稚部教育要領、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領及

び特別支援学校高等部学習指導要領によるものとする。」(学校教育法施行規則第 129条)と定

められている。

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領、高等部学習指導要領には、小学校学習指導要

領、中学部学習指導要領にある「各教科」、「道徳」、「外国語活動」、「総合的な学習の時間」、

「特別活動」の指導領域の他に、障害による学習上または生活上の困難を改善・克服するた

めに「自立活動」という特別の指導領域が設けられている。

次に、小学校、中学校に設置される特別支援学級においては、基本的には、小学校学習指

導要領、中学校学習指導要領に則って教育が行われるが、特に必要がある場合に特別の教育
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課程によって教育することができる（学校教育法施行規則第 138 条）。この特別の教育課程は、

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考として編成できるようになっている。 

また、通級による指導は、障害の状態に応じた特別の指導（自立活動の指導等）を特別の

場（通級指導教室）で行うことから、通常の学級の教育課程に加え、又はその一部に替えた

特別の教育課程を編成することができるようになっている。そして、通常の学級に在籍する

障害のある子どもについては、その実態に応じ、指導内容や指導方法を工夫することとされ

ている。 

 なお、小学校学習指導要領、中学校学習指導要領については、2008 年 3 月に新学習指導要

領が告示され、2009 年度からの移行措置を経て、小学校は 2011 年度から、中学校は 2012 年

度から新学習指導要領を全面実施することとなった。また、特別支援学校学習指導要領、高

等学校学習指導要領についても 2009 年 3 月に告示されたところである。 

 

２ 病気のある子どもの教育における現状と課題 

 

今回は、病気の児童生徒への特別支援教育についての現状と課題、そして課題解決のため

現在行っている取組について述べる。 
入院等の医療や生活規制が継続して必要な場合は、その病気の状態に応じて適切な教育的

支援を行うことが必要となる。そこで病気の子どもに対応した教育は、主として病弱者であ

る児童生徒に対する教育を行う特別支援学校や小中学校の病弱・身体虚弱特別支援学級等の

「病院にある学校」で行われている。さらに退院後の病気の子どもやてんかん、心臓疾患、

腎疾患等の病気の子どもの多くは小中学校の通常の学級に在籍しており、その子どもたちへ

の教育を充実させるためには、小中学校の通常の学級等と「病院にある学校」とが連携・協

力することが必要となる。 
公表された新学習指導要領案の中で、病弱者である児童生徒に対する教育を行う特別支援

学校においては、授業時間の制約や病気の状態等に応じて、指導内容を適切に精選し、基礎

的・基本的な事項に重点を置くこと、短期間の入院や入退院を繰り返す児童生徒については、

入院前の前籍校での指導内容や学習の進度をふまえた指導計画を工夫するなど指導内容の連

続性等に配慮して効果的な学習活動を展開することが示されている。 
 また、体験的な活動における指導方法の工夫について新たに明記され、児童生徒の病気の

状態や学習環境に応じて指導方法を工夫し、効果的な学習活動が展開できるよう求めている。

しかし、病気の状態や指導内容によっては、指導方法を工夫しても直接的な体験ができない

場合には、視聴覚教材等を適宜使用するなどして、学習効果を高めるようにすることとして

いる。さらに、身体活動の制限の状態、病状に応じて、教材・教具や補助用具などを工夫し、

コンピュータ等の情報機器などを有効に活用し、指導の効果を高めることとしている。そし

て、療養中でも情報通信ネットワークを活用するなどして可能な限り学習することができる

環境作りが求められている。 
文部科学省の 2008 年度学校基本調査では、2007 年度間に病気を理由に通算 30 日以上欠席

した長期欠席児童生徒の数は、小学生が 25,248 人、中学生が 21,337 人であった。2007 年度
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の全国特別支援学校在学者数が,小学部33,411人、中学部24,874人であることと比較すると、

病気を理由に長期欠席している小中学校在籍の児童生徒数がいかに多いかということが分か

る。長期欠席児童生徒のうち、病気を理由とする児童生徒は、不登校を理由とする小学生

23,927 人、中学生 105,328 人とは区別して集計されている。 

また、当研究所では 2005 年に「病気を理由に長期欠席した児童生徒の実態と教育的ニーズ

に関する調査研究」において７府県１政令指定都市を対象に調査を行った。その結果、長期

欠席児童生徒のうち 26%が 50 日以上 3ヶ月未満、13％が 3 ヶ月以上の欠席日数であることが

明らかとなった。学習指導要領の年間授業週数に関する規定において、授業は年間 35 週以上

行うことを標準とすることから、義務教育諸学校における年間の授業日数は、標準 175 日と

なる。このことから年間 30 日以上の長期欠席日数が、年間授業日数に占める割合がいかに大

きいかが分かる。 

病気を理由とする長期欠席児童生徒は、学校という場に行くことができないために、学習

の機会が著しく少なくなる。しかしながら、病状が重くなり病院に入院すると、特別支援学

校や特別支援学級において学習する機会を得ることができるようになる。そして、入院しな

がら授業を受けることができていた児童生徒が、病状回復して退院し前籍校に戻ることにな

るものの自宅療養することとなると、教育を受ける機会を失うのである。学校という場で教

育が行われる日本の教育システムにおいては、小中学校に在籍している児童生徒は、病気を

理由に学校に行くことができないことによって、教育を受ける機会を失うことになる。 

長期欠席の児童生徒のうち不登校を理由とする長期欠席児童生徒への対策は、1992 年に当

時の文部省初等中等教育局長通知「登校拒否問題への対応について」が出されて以降、政策

として大きく進められてきたが、病気を理由とする長期欠席児童生徒への対策はほとんどな

されていないと考えている。 

 

３．現在行っている国立特別支援教育総合研究所での病弱教育研究 

 

このような実態をふまえ、国立特別支援教育総合研究所の病弱教育研究班では、「小中学校

に在籍する病気による長期欠席者への特別支援教育の在り方に関する研究」を現在進めてい

る。また、民間企業との共同研究として「病弱教育におけるＩＣＴを活用した教育情報アー

カイブの在り方に関する実証的研究」を行ってきた。 

その研究の一環として、当研究所と全国特別支援学校病弱教育校長会とが共同で、病弱教

育支援冊子「病気の児童生徒への特別支援教育 病気の子どもの理解のために」を作成し、

特別支援学校（病弱）のセンター的機能の一つとして、幼稚園、小中学校、高等学校に在籍

する病気の子ども理解啓発を行っている。特別支援教育が推進される中、残念ながら日本に

おける病弱教育の仕組みが幼稚園・小中学校・高等学校の先生方に未だ十分には知られてい

ない。学級担任の無理解のために、入院中の病院で教育の保障を受けられずにいる児童生徒

が、まだまだ数多くおり、これらの児童生徒も病気による長期欠席者としてカウントされて

いると思われる。 

入院中の子どもたちの教育については各自治体の教育委員会が、病院内に教室を設置した
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り、病院に隣接又は併設して教室等の学校施設を設けたり、教員がベッドサイドに訪問でき

るようにしたりして、様々な場所で教育を受けることができるようにしている。近年は、こ

れらを総じて「病院にある学校」と称している。しかし、どのような場所や形態で教育を受

けることができるかは、入院している病院や各自治体の事情等により異なっていることが、

病弱教育システムを分かりにくくしている一因とも考えている。また、退院後の病気の子ど

もや、てんかん、心臓疾患、腎疾患等の病気の子どもの多くは小中学校等に在籍しており、

それらの子どもたちへの特別支援教育も併せて充実させる必要がある。そのためには、小中

学校等と「病院にある学校」とが互いに連携、協力することが不可欠である。 

そこで、病気の子どもに関わるあらゆる人に、病気の子どもの教育を理解してもらうこと

を目的として病弱教育支援冊子を作成した。今回は特に幼稚園、小中学校、高等学校の教員

や養護教諭等、子どもに接する人を対象としている。この支援冊子は、当研究所ホームペー

ジから自由に必要な箇所だけをダウンロードすることができるようになっている。子どもを

理解し病気を理解して、適切な指導と必要な支援を行うための冊子であり、病気の子ども本

人のことだけではなく、病気の子どもの支援には欠かせない保護者やきょうだいのことにも

触れている。この冊子を通して、病気の子どもに接する人が、「子どもを支援する気持ち」や

「子どもを見る目」という観点を持っていただくことを念頭に執筆、編集を行った。クラス

の子どもが病気になった時や、治療が終わり退院後にもとの学校へ戻った時にどのようなこ

とに配慮すればよいか、また、子どもに関わる人たちがどのように連携すればよいか等につ

いて、その概要が記されている。この冊子の特徴として、「病気の子どもの理解のために（パ

ンフレット）」で、病気の子どもの教育のポイントをまとめている。病院にある学校の教員、

保護者や医療関係者がこのパンフレット部分だけを印刷して、児童生徒が退院して復学する

時に前籍校への説明のために利用出来るようになっている。今回は白血病について共同執筆

したが、今後、他の疾患についても順次執筆し、同様に Web 上で公開していく予定である。

冊子全体を通して、病弱教育の制度や支援のポイントを詳しく解説しているため、病気の子

どもの教育について学ぶための研修テキストとしても有用である。そこで一部の教員養成大

学において病弱教育のテキストとして使用されるようになってきている。 

次に、ＩＣＴを活用した今後の病弱教育に関する研究について述べる。先にも述べたよう

に、病気のある児童生徒の教育は、特別支援学校（病弱）をはじめ、病弱・身体虚弱特別支

援学級、通級による指導、通常の学級のすべての教育の場で行われている。特別支援学校（病

弱）は、本校のほかに分校や分教室があることが多い。また、病弱・身体虚弱特別支援学級

は、小中学校内だけでなく小児科病棟のある病院内にも設置されている。そのため、特別支

援学校本校、分校、分教室、特別支援学級が地域に点在しており、教育活動を進めていく上

で、児童生徒の集団による授業，教員の移動などの面で大きな制約を受けることになる。ま

た、教職員の人事異動が比較的短いサイクルで行われ、病弱教育に関する専門性をもった教

員が養成されにくい環境にあるということなどが課題となっている。そこで、ＳＮＳ（Social 

Networking Service）やＣＭＳ(Content Management System)などのＩＣＴ（Information and 

Communication Technology）の活用によって、全国各地で行われている病気のある児童生徒

を対象とした学校教育等に関する教育情報を、蓄積かつ流通のためのアーカイブの在り方に
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ついて実証的研究を行い、病弱教育を改善することを目的とした。 

ＳＮＳを用いた学校教育活動に関する情報の蓄積と共有に関する研究は、横浜市、大阪市、

福島県、沖縄県の特別支援学校または特別支援学級を実証フィールドとし、それぞれのフィ

ールドごとのＳＮＳを設置し、教員間の情報共有の在り方について検証した。さらに、各フ

ィールドで、児童生徒が入院している病院にある学校と病室との間、病院にある学校や病室

と前籍校の教室との間、特別支援学校の本校と分校・分教室の間で、ＰＣによる Web-meeting

を行うことが児童生徒の教育活動さらには入院生活に及ぼす影響についても検証を行った。

その結果、ＳＮＳによる情報交換、蓄積、活用については、各教員が日常業務の中で、ＩＣ

Ｔを用いたコミュニケーションを恒常的に行うまでには至らず、情報共有はほとんどなされ

なかったフィールドが１つあった。しかし、他の 3 つのフィールドにおいては、日々の授業

の様子や授業案や授業結果をＳＮＳに書き込むことによって情報共有が促進された。また、

ＩＣＴを苦手としていた教員が、少しずつであるがＳＮＳへの書き込み回数が増加し、日々

の授業の様子や児童生徒の活動状況等も時間の経過とともに情報交換、蓄積されるようにな

った。そのことによって、教員同士の情報共有が図られ、児童生徒の病状等に合わせた声か

け等の関わりも、これまで以上にスムーズに行われるようになった。これは児童生徒の授業

や生徒指導における情報共有の有効性を教員が直接体験したことによるものと考えられる。 

ＣＭＳを用いた学校間における情報の蓄積と共有に関する研究では、先に述べた病弱教育

支援冊子「病気の児童生徒への特別支援教育 病気の子どもの理解のために」の編集作業に

ＣＭＳのひとつである NetCommons（国立情報学研究所が開発）を用いた。ここでは、全国各

地の特別支援学校（病弱）の教員が各学校に居ながら、時間と場所の制限を受けないＩＣＴ

を活用した情報の交換、蓄積、共有の方法についての検証を行った。2007 年から作成し始め

た病弱教育支援冊子は「白血病」の子どもへの支援について完成しており、現在は「脳腫瘍」

と「筋ジストロフィー」の子どもへの教育支援冊子の編集を行っているところである。

NetCommons 上には、各執筆担当者が作成した文書ファイルが蓄積されている。そのファイル

の閲覧、加筆を許可された者だけが、インターネット接続環境があれば時間と場所に左右さ

れずにアクセスすることができる。さらに、意見交換等のネット上の非同期型会議も行って

いる。そして、必要に応じて、事前に時間を調整し、同期型会議である Web 会議を行い、編

集作業を進めている。この Web 会議で使用したシステムは、共有ボード上のホワイトボード

やスライド等を共有しながら会議を行うことが可能であったため、スムーズな会議運営を行

うことができている。病弱支援冊子作りを通して、全国に散在している病弱教育に関する貴

重な学校教育情報を早急に蓄積するための一つの手だてとなる可能性を見いだすことができ

た。 

 

４．おわりに 

 

日本において、病気のある子どもへの教育は、医療の進歩、そして医療関係者と密接に連

携しながら1870年以降、長年にわたり着実に発展してきた。そして、今、医療現場では、病

気のある子どものＱＯＬを高めることができるよう治療方法や方針が大きく変化している。
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この動きの中で病気のある子どもの長期入院が激減し、入院期間の短期化と入院の頻回化傾

向が顕著になっている。また医療改革の中で、病院運営は病棟の高稼働率を維持し在院日数

の短縮をはかるなど経済効率を最優先に考えざるを得ない状況である。このような中、小児

医療が危うい状況におかれ、小児科病棟が急速に減少しており、病気の子どもたちを取り巻

く環境は大きく変化している。 

このような医療改革が進められている今、今回の小学校、中学校、特別支援学校それぞれ

の学習指導要領改訂において明確に打ち出された「体験的な学習の重視」、「コンピュータや

情報通信ネットワークの効果的な活用」、「家庭や地域との連携、学校相互の連携や交流及び

共同学習」に関して、病気のある子どもたちの教育的環境の整備と教育的支援の改善を推し

進めることは極めて重要である。そのためには、これまで全国各地域において病気の子ども

たちの教育に関わる関係者が、医療関係者と連携し培ってきた教育環境を発展させることは

不可欠である。そしてさらに各地域における教育関係者同士がＩＣＴを活用するなどして、

グローバルで双方向の教育情報ネットワークを構築し、日本各地に散在している病気のある

子どもの教育に関する情報を、今後さらに集約し共有する方法を検討しなければならないと

考えている。 
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世界の先進国の国民は、各種医療体系の発展的変化に勢いづけられて、平均寿命を次第に

延ばしている。韓国の場合だけ見ても、今や男女の平均寿命が80歳を軽く超えている。彼ら

の平均寿命が延びることによって、シルバー産業のような新たな産業構造が発生し、新たな

福祉のパラダイムを形成している。ところで、人間の平均寿命が延びることがすべての人々

にとって公平な福祉パラダイムを享有することができるように機能するのではないとの点に

関心を傾ける必要がある。例えば、経済的に多くの困難に直面している貧困階層や障害を持

っていたりする人々においては、平均寿命が延びることが直ちに生活の苦痛が延びることと

も解釈されることができるためである。したがって、障害者の平均寿命がそれほど長くなか

った70年代から80年代初期まででも、「祝死亡」という自嘲的な言葉まで存在していたのが

事実である。

その他、障害類型とは異なり、精神遅滞と自閉症を含む発達障害者は、知的障害を共通に

伴っており、生涯の段階ごとに各種教育と支援が持続的に要求される対象である。それにも

かかわらず、大部分の国々では彼らに対する学齢期以後の教育については、その体系性を担

保していないのが現実である。

したがって、本稿では韓国の発達障害者の成人期の教育支援の現状と体系を統計資料に基

づいて見た後、それに対する発展策を提示することによって、両国の情報交流および協力政

策の整備のための基礎資料として活用することにその目的をおいた。

１．障害者の推定数

韓国保健社会研究院では５年ごとに障害者実態調査を実施している。2005年の調査結果、

障害者の推定数は<表1>の通りである。

<表１>2005年度全国障害者推定数（単位：名、％）

出処：2005年度障害者実態調査（韓国保健社会研究院 保健福祉部）再構成

<表１>で見るように、2005年度には2000年度に比べて障害者出現率が1.5％程度増加したこ

とが明らかになった。しかし<表２>で見るように、精神遅滞と発達障害（自閉症）の出現率

は変動していないことが分かる。
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<表２>障害者出現率の推移（単位：％、名）

注：1）施設障害者を含む。

出処：2005年度障害者実態調査（韓国保健社会研究院 保健福祉部）再構成

２．発達障害成人の推定数

<表３>で見ることができように、中等教育対象年齢以後、すなわち成人教育対象である18

歳以上の発達障害者の比率が41.3％程度存在しているという事実を推定することができる。

それで、障害者等に対する特殊教育法（2007）では、障害成人教育について公式に取り上げ、

論じるようになったのである。

<表３>障害種類別・年齢別在宅障害者出現率（単位：名、％）

<表３>続き

出処：2005年度障害者実態調査（韓国保健社会研究院 保健福祉部）再構成

３．障害者の高等教育および成人教育の支援

１）障害者の高等教育支援

障害者の高等教育に関連する法律条項を見ると次の通りである。

・10人以上障害学生が在学する大学に特別支援委員会をおいて、障害学生支援計画の策定、

審査請求に対する審査および決定等を遂行する。（障害者等に対する特殊教育法第29条）
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・大学に障害学生支援センターを設置して、障害学生の支援、便宜提供、関連人材に対す

る教育、障害学生教育福祉実態調査等を担当する。（障害者等に対する特殊教育法第30条）

・大学の長は障害学生の教育活動の便宜のために、学習補助機器等物的支援、補助人材配

置等人的支援、就学の支援、情報アプローチの支援、便宜施設の設置等を講じ提供しなけれ

ばならない。（障害者等に対する特殊教育法第31条）

・大学の長は障害学生支援等に関して必要な内容を学則に規定しなければならない。（障

害者等に対する特殊教育法第32条）

      出処：2008特殊教育年次報告書（教育科学技術部）再構成

<表４>で見るように、専攻科に進学する障害学生の大部分が精神遅滞および発達障害（自

閉症）の場合で見ると、進学者数1,647名中彼ら1,094名を除くと、短期大学以上の進学者は

一般障害学生たちの場合は553名であり、その進学率は15.2％程度に過ぎないことが分かる。

<表５>在宅障害者の障害類型別就業人口および就業率（単位：名、％）

出処：2005年度障害者実態調査（韓国保健社会研究院 保健福祉部）再構成、（ILO基準）

結局<表４>を<表５>の就業率と連係して総合してみると、発達障害成人の高等教育は進学

と就業のためのそのいかなる目標も忠実に履行していないということがわかる。

２）障害成人教育の支援

障害成人教育に関連する法律条項を見ると次の通りである。

・各級学校の長は障害者の継続教育のための障害者生涯教育課程を設置運営することがで

きる。（障害者等に対する特殊教育法第33条）

・「生涯教育法」による生涯教育施設等は、障害者生涯教育課程を設置し、または生涯教

育プログラムを開発研究しなければならない。（障害者等に対する特殊教育法第33条）

・国および地方自治体は学齢期に教育を受けることができなかった障害者のために、障害

者生涯教育施設を設置・運営することができる。（障害者等に対する特殊教育法第34条）

・国および地方自治体以外の者が障害者生涯教育施設を設置しようとする時、大統領令の

定める施設と設備を備えて教育長に登録しなければならない。（障害者等に対する特殊教育

法第34条）

・国および地方自治体は障害者生涯教育施設の運営に必要な経費を予算の範囲内で支援し

なければならない。（障害者等に対する特殊教育法第34条）

しかし<表６>で見るように、発達障害者でない障害全体を対象にした成人教育の形態であ

る夜学支援が韓国の障害成人教育の現実である。
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出処：2008特殊教育年次報告書（教育科学技術部）

韓国の発達障害者の成人教育の方向は複線型構造を選ぶべきだと思う。一つは正規学制の

教育課程を履修した発達障害成人に対する教育であり、もう一つは正規学制の教育課程を履

修できなかった読み書きの能力のない（non-literacy）発達障害成人に対する教育である。 

第一に、正規学制の教育過程を履修した発達障害成人の教育は、就業準備と就業状況にお

ける適応力を向上させるための教育であり、教育目標を一貫して維持する必要があると思う。

第二に、読み書きの能力の教育（literacy education）としての成人教育のためには、障

害成人教育専門家を養成する機関を設立して、発達障害成人の体系的な教育が可能なように

研究と適用がなければならない。現在、発達障害者の高等教育機会を拡大しようとする試み

があることはあるが、無謀な試みでない徹底して研究に基づいた高等教育（research based 

higher education）の機会が拡大されなければならないであろう。

したがって、発達障害成人の教育は成人期の教育でない家庭教育および乳児教育時期から

老人および成人の社会適応生活に目標をおき、高等教育→中等教育→初等教育→早期教育お

よび家庭教育が関連する下降式目標指向的戦略（Top Down Long Term Oriented Strategy）

を実現しなければならないであろう。それでこそ、発達障害者が成人として、経済的独立体

として、名実ともに生活ができるようになるからである。

そのためには、発達障害者の教育は生の周期別（across the lifespan）に見た教育プログ

ラムという方向を設定し、これを教育課程に体系的に反映する作業が要求されということが

わかる（シン・ヒョンギ、2008）。そのための教育プログラムの核心的内容としては、以下

のようなことが考慮されなければならないであろう。

・自己決定力を伸ばすことを通して、発達障害成人が自らを強力に擁護し、自身の生活様

式を選択し、それにより行動することができるようにする。

・民間雇用部門、公共サービス、公共便宜施設、交通、そして通信等で発達障害成人が差

別されないようにしなければならない。



－��－

・発達障害成人のための小規模地域社会生活モデル（グループホーム、半独立家庭および

アパート、そして養育モデルを含む）を整備して、現場基盤適応教育が可能なようにしなけ

ればならない。

・発達障害成人が余暇および娯楽活動を通して、生活に関する楽しみと休息が可能なよう

にしなければならない。

・発達障害成人が結婚および性的親密性（sexual intimacy）を経験するようにすることに

よって、人間の真の価値を体得するようにしなければならない。

・発達障害成人が地域社会内で自給自足し、社会的な責任を全うすることができるように

しなければならない。

・発達障害老人の存在に対して認識し、それに関する体系的な研究が遂行されなければな

らない。

・発達障害老人の精神的・社会的、そして個人的機能を、彼らの年齢に関連づけて研究す

ることにより、それらが周辺の人々の生活にいかなる影響を及ぼすのか関連情報を提供する

ことができなければならない。

・発達障害成人および老人の活用の可能性とそのための環境を開発しなければならない。

・発達障害成人および老人のための社会保障および保険制度を開発しなければならない。

医学の発達が障害予防に寄与する側面がある半面、障害者に対する安楽死（euthanasia）

または慈悲深い死（mercy killing）を誘発する側面がある。福祉の哲学的背景には、功利主

義（utilitarianism）と義務論（deontology）が対立しうる。また、競争的平等（competing 

equities）という社会的ジレンマも存在することになる。

このような問題は、特に発達障害領域でよりいっそう深刻に現れうる。したがって、人間

に対する理解には明哲な法的根拠と論理的判断も寄与するが、発達障害領域では人間に対す

る無限の愛と憐憫も大きく機能することができると思う。次の逸話（episode）のようことで

ある（シン・サ、2008）。

参考文献

教育科学技術部（2008）。特殊教育年次報告書。同教育科学技術部。
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シン・サ（2008）。おじいさんの質問。愛の畑、夜明けの手紙。

シン・ヒョンギ（2008）。生涯のライフサイクルに見た知的障害者。シグマプレス.C. J. Drew 

& M. L. Hardman. Intellectual Disabilities Across the Lifespan, 9/e （2007）. Prentice 

Hall,





 
Presentation 3 

 
JAPAN 

 
Presentation 3 成人期

谷川 敦 日本学生支援機構学生生活部特別支援課長

原田 公人 教育支援部総括研究員





－��－

   大学、短期大学及び高等専門学校における障害学生の修学支援に関する

2007 年度実態調査報告

独立行政法人日本学生支援機構 学生生活部特別支援課長 谷川 敦

１ はじめに

独立行政法人日本学生支援機構（以下、「本機構」という）は、日本育英会等

の５つの団体が統合して、2004 年に創設された。この５つの団体が所管してい

た業務には、高等教育における障害のある学生への支援に関する業務はなかった

ため、全くゼロの状態から特別支援課が担うこととなった。以降、地道な取組を

進めてきたところであるが、本日は本機構が実施した「2007 年度大学・短期大

学・高等専門学校における障害学生の修学支援に関する実態調査報告書」（以下、

「本調査」という）について報告する。 

 

 ２ 2007 年実態調査 

1) 調査概要 

本調査は、2007 年 5 月 1 日現在で、大学、短期大学及び高等専門学校を対象

に実施している。通信教育課程、大学院、専攻科、大学院大学を含めているが、

研究生、聴講生、科目等履修生は含まれていない。本調査における「障害学生」

の定義は、身体障害者手帳等を有している学生及び健康診断等で障害があること

が明らかとなった学生としている。なお、「発達障害」と「病弱・虚弱」につい

ては、医師の診断書がある者に限定している。 

 回収状況は、対象となった 1,230 校全ての学校のご協力を得ることができ、

100％の回収率となっている。

 本調査において、障害学生の総数は 5,404 人であり、学生総数 3,235,641 人に

対する比率は 0.17％である。障害のある学生の内訳は、視覚障害 577 人（10.7％）、

聴覚障害 1,355 人（25.1％）、肢体不自由 2,068 人（38.3％）、重複 79 人（1.5％）、

病弱・虚弱 703 人（13.0％）、発達障害 178 人（3.3％）及びその他 444 人（8.2％）

となっている。 

 障害学生が１人も在籍していない学校は、520 校（42.3％）である。なお、昨

年は 1 人以上の障害学生の在籍が認められたものの、2007 年度は卒業等により

在籍がなしとなった学校は 88 校存在する。よって、520 校全てが過去に一度も

障害学生が在籍したことがないというわけではない。 

 なお、私見ではあるが、障害学生がすべての大学に在籍していることが望まし

いと考えているわけではない。進学先は障害学生が決定するものであるから、結

果として選ばれない学校が存在することもあり得るからである。 

 障害学生のうち、学校に支援を申し出て、学校が何らかの支援を行っている学

生（以下、「支援障害学生」という）は、 2,972 人であり、約半数が支援を申し

出て、何らかの支援を受けている。

 支援障害学生が１人以上在籍している学校は、519 校。全体の約 4 割である。

つまり、全体の約 6 割の学校に障害学生が在籍しているものの、そのうちの 3
割弱の学校で支援障害学生は在籍していないということになる。

 2)国内外の統計による比較

次に、日本の障害者数と比較してみる。日本の 2007 年 12 月 1 日現在の総人口

は約 1 億 3000 万人である（総務省統計局「人口統計年報」）。このうち 0 歳～19

歳の人口は約 2,400 万人である。内閣府「2008 年版障害者白書」によると、日
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本の障害者数は、身体障害児・者（18 歳未満）9.8 万人、知的障害児・者（18

歳未満）12.5 万人、精神障害者（20 歳未満）16.4 万人となっており、合計で 38.7

万人（18 歳～20 歳未満）。0～19 歳人口に対する割合は 1.63％である。 

 アメリカの高等教育機関には、約 11％の障害学生が在籍していると聞くが、

大きな違いは発達障害者数、精神障害者数である。本機構の調査では、発達障害

は医師の診断書のある者と限定している上、診断できる医師が少ないこと等から

現時点では非常に少ない数値となっているが、今後は特別支援教育の充実等に伴

い、発達障害のある学生数が増加してくるものと思われる。 

 そもそも諸外国と数値を比較するにしても、障害の定義が同一ではなく、日本

の場合、入学試験を突破することが難しく、入学はしやすいが卒業は困難である

諸外国とは背景が大きく違うこと等を踏まえておく必要がある。日本の場合、視

覚、聴覚、肢体不自由で約 75％を占めることが大きな特徴であるが、アメリカ

の教育統計センターによる 1999 年に調査した 2 年及び 4 年生の高等教育機関に

入学した障害学生数で、これらが占める割合は 24.8％である。同様に、イギリ

スの高等教育統計局による 2005-2006 年の高等教育機関に在籍する１年次学生

では 12.3％、フランスの国民教育省による 2005-2006 年の調査結果では 44.1％、

ドイツの学生互助会による第 18 回社会調査による健康障害のある大学生の割合

の結果では 33％である。韓国は最も日本と似た結果となっており、韓国教育人

的資源部の調査結果では 62.4％となっている。 

 3)入学試験

障害学生が入学試験を受けるにあたり、障害を理由に何らかの措置（特別措置）

を受けて入学した人数は、ＡＯ入試、推薦入試及び障害者特別入試といった特別

入試では２５２人であった。特別入試以外の、つまり一般入試では 246 人が特別

措置を受けており、合計で 498人が特別措置を受けて入学している 1年生である。

2007 年調査における 1 年生の障害学生は 1,198 人であり、約 700 名は特別措置

を受けずに入学していることとなる。

 4)高等教育機関における支援 

日本の高等教育機関では、障害学生に対し様々な授業に関する支援が行われて

いる。視覚障害では、試験時間の延長、教材の拡大、解答方法配慮、点訳・墨訳

等が、聴覚障害では、ノートテイク、教室内座席配慮、注意事項文書伝達、手話

通訳等が行われている。こうした支援は、障害学生の障害の程度、各大学等の取

組によって異なるところである。 

 障害学生の修学支援に関して専門に検討する委員会等を設置している学校は

129 校、全体の 10.5％である。また、障害学生の修学支援業務を専門的に担う部

署・機関がある学校は 44 校、3.6％となっている。更に、障害学生の修学支援業

務を専門に担う職員は配置されている学校は 35 校、2.8％、他の業務を行いなが

ら専門に担当する職員が配置されている学校は 138 校 11.2％であり、大半は専門

の担当者はおらず、各業務担当者が対応している（84.9％）。

 卒業生の進路は、2006 年度の最高学年に在籍した障害学生が 1,217 人おり、

そのうちの 1,005 人が卒業している。更にこのうちの 702 人が進学又は就職をし

ている。 

 

３ 障害学生修学支援ネットワーク事業

2004 年度本機構は様々な事業を進めてきた。事業の大きな柱となっているの

は「障害学生修学支援ネットワーク事業」である。これは、先進的な取組を行っ
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ている大学を拠点校として位置付けネットワークを作り、高等教育における障害

学生支援の取組を進めていくものであり、相談事業、研修事業、研究促進事業を

展開している。  

 現在、拠点校は 8 校（宮城教育大学、筑波大学、富山大学、日本福祉大学、同

志社大学、関西学院大学、広島大学、福岡教育大学）であり、障害者施策の専門

的な協力機関として

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所と筑波技術大学が「協力機関」として

拠点校をサポートしている。 

 本ネットワーク事業は、内閣総理大臣を本部長として進めている政府の障害者

施策推進本部が決定した「重点施策５カ年計画」において、「独立行政法人日本

学生支援機構が行う「障害学生修学支援ネットワーク等」の事業を推進すること

により、障害のある学生が学びやすい環境をつくる。」と明記されており、高等

教育機関における障害学生支援の取組推進の重要な施策となっている。 
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日本の高等教育機関における障害のある学生への支援の現状 －発達障害のある学生支援－

国立特別支援教育総合研究所 原田公人 

１．はじめに

我が国においては、ノーマライゼーションの進展や 2006 年国連の障害者権利条約の採択等を背

景として、障害のある人々に対する福祉や教育等の法整備や行政施策の改定が進行している。

学校教育においては、2006年より、新たにLD、ADHD、高機能自閉症等の発達障害のある児童

生徒への教育的支援が開始されるとともに、2007 年に特殊教育から特別支援教育の転換が図られ、

障害のある幼児児童生徒の教育の場は、特別支援学校のみならず通常の学級へと拡大している。

大学等の高等教育機関においては、これまで支援の必要性が指摘されてきた視覚障害、聴覚障害

のある学生に加えて、時間割の自己管理ができない、教員や大学職員とのコミュニケーションに困

難性がある学生の存在にも注目が寄せられるようになった。しかし、高等教育機関に在学する発達

障害のある（可能性のある）学生の支援については、事例報告が散見されるようになってきたもの

の、実証的な知見は不十分である。

２．研究方法

本研究所では、2005 年に「高等教育機関における発達障害のある学生に対する支援に関する研

究」に着手し、高等教育機関における支援事例をまとめ、2007 年 3 月に「発達障害のある学生支

援ケースブック」を作成した。このケースブックには、1)入学後のスクリーニングの一つとして活

用するための「困り具合に関するセルフチェックリスト」、2)相談に訪れた学生について発達障害

の可能性を探るための「面接場面で見られやすい、もしくは推測できるチェック項目」、3)学生本

人が自己を見つめる際のツールとして用いるための「得意・不得意に関するチェックリスト」、4)
支援に活用できるモダリティーを探るための「検討することが考えられるサービス例」の 4 つの

チェックリスト（試案）を掲載した。ただし、これらのチェックリスト（試案）の有効性について

は、十分な検討を加えることの必要性が課題として残された。

そこで、高等教育機関における発達障害のある（可能性のある）学生の支援内容・方法について

提言することを目的として、2007 年 4 月より継続的に「高等教育機関における発達障害のある学生

の支援に関する研究」を進めてきた。本稿では、上述したチェックリスト（試案） のうち、「学生

相談場面でのチェックリスト」に焦点をあて、その検討結果について言及する。

1)対象

学生相談機関に、2005 年度から 2007 年度の 3 年間に来談した発達障害の診断を有する、あるい

はその可能性が疑われる大学生 15 名。

2) チェック項目 

「学生相談場面でのチェックリスト」は、面接場面で観察できる事柄 12 項目と面接場面で推測

できる事柄 8 項目を示した。各項目に対してLD,ADHD,HFA のいずれかに該当するものを○、該

当すると思われるものを△で示した。表 1 及び表 2 に具体例を示す。

表１：面接場面で観察できる事柄（抜粋）

項目 LD ADHD HFA 
誤字・脱字が多い ○

分かりやすく整理して話すことができない △ ○
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表２：面接場面で推測できる事柄（抜粋）

項目 LD ADHD HFA 
自信がない、不安が高い △ △ △

読む・書く・計算する等の基礎的学力が身につい

ていない

○

これらのチェックリストについては、研究協力者 2 名及び研究協力者と同機関に勤務する学生相

談担当者 2 名（すべて臨床心理士）が分析を行った。

3)結果及び考察

（１）発達障害の診断を有した学生であっても、面接場面で観察できる事柄に該当する項目が少な

かった。これは、学生の知的能力の高さによるため、また、1 対 1 での受容的かつ構造化され

た面接場面が関与していると考えられる。

（２）チェック項目は、精神疾患では説明できない学生に対して、発達障害の可能性を探る１つの

指標となりうる。

（３）面接場面で推測できる事柄については、現状での問題や学生が感じている困難性についての

具体的例を加えることが必要である。

（４）一般に、発達障害の診断において発達歴や生活歴、行動観察の重要性は周知であるため、相

談担当者の学生理解の視点には、これらに関する聴取を促す項目が不可欠である。

（５）精神疾患との診断がなされている学生に対してチェック項目を実施した場合、該当する項目

に差異があるか、医療機関での診断につなげるか否かを含めた支援方法を検討できる項目の検

討が必要である。

３．高等教育機関における障害のある学生への支援

1)組織的な支援体制の構築

大学全入時代を迎え、高等教育機関には様々なニーズを有した学生の入学が予測される。その中

でも、障害があることによって教育を受ける権利が制限されることのないように、障害に応じた特

別な配慮を行うことが要請される。そのためには、まず、組織的な支援体制を構築することが必要

である。例えば、入学前に障害のある学生や保護者と面談し、障害の程度や高校までの授業形態等

について聞き取りを行い、入学後の対応のあり方について互いに確認し合うことができる体制を整

えておくといったようにである。

2)教職員間の連携・協働関係

発達障害のある（可能性のある）学生が、講義や学生生活等において必要な配慮を受けられるた

めには、教職員同士が連携して取り組むことが重要である。そのためには、学内組織に精通し、各

部署のキーパーソンや関係者と積極的に連絡を取り合い、各教員に対して学習面や講義以外の発達

障害のある（可能性のある）学生の生活面の支援、定期試験における特別措置等について調整を行

うコーディネーターの役割を担うスタッフが、常時配置されることが求められる。

3)一般の学生の役割

支援活動には、発達障害のある（可能性のある）学生を取り巻く一般の学生の協力も欠かせない。

専門家による支援よりも、ピア・サポートの方が抵抗は少ないと考えられる。高等教育機関が、発

達障害のある（可能性のある）学生のための支援組織を作り、一般の学生にキャンパス・サポータ

ーとして一翼を担ってもらうことは、大学の活性化にも繋がると考えられる。
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 4) 発達障害のある（可能性のある）学生への支援

発達障害のある（可能性のある）学生が、気軽に訪れることができ、自分の居場所を確保できる

学習支援室といった環境を用意することが求められる。また、学生相談室の臨床心理士による個別

カウンセリングや自分自身を見つめ直したり、対人スキルを身につけることを目的としたエンカウ

ンター・グループやＳＳＴ（Social Skills Training）等の集団による心理教育プログラムを提供す

る機会を設けることも必要である。

（追記）

本研究は、独立行政法人日本学生支援機構との共同研究で実施した。また、文化系大学教員 5 名、

工業高等専門学校教員 1 名、大学学生相談室臨床心理士 2 名に研究協力を依頼した。
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